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1．はじめに

災害廃棄物は、一過性とはいえ膨大な廃
棄物の量が混合状態で発生し、災害からの
復興や生活環境保全のためには、迅速かつ
適切に処理が行われなければならない。
しかしながら、災害の種類及び規模に

よって発生する廃棄物の性質は異なり、通
常の廃棄物処理体制で災害廃棄物を処理す
ることは非常に困難である。そのため、災
害への事前の備えとして、特有の課題を解
決できる知識・技能を有し、かつ災害廃棄

物処理の流れを十分に理解した人材の育成
を平時から行う必要がある。
本稿では、ここ数年の（一財）日本環境衛生

センター（以下「当センター」という）における
災害廃棄物対策に関する人材育成の取り組
みについて、事例を取上げつつ紹介する。

2． 当センターにおける災害廃棄物
対策に関する人材育成研修会の
目的及び実績について

当センターでは、平成30年度から環境省

表１　 当センターの災害廃棄物処理に係る研修会の実績
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や（国研）国立環境研究所及び地方自
治体等の委託を受けて、災害廃棄物
処理に関する自治体職員の人材育成
推進事業に積極的に取り組んでい
る。この事業では、災害発生時に生
じる廃棄物処理等に関わる地方自治
体が取り組む必要がある内容につい
て、平時から発災直後の初動体制構
築等、廃棄物処理に具体的に取り組
む人材を育成することを目的として
実施している。
当センターの災害廃棄物処理に係

る研修会の実績は、表１のとおりで
ある。

   ３． 当センターにおける災害
廃棄物対策に関する人材
育成の取り組み事例

3.1　 令和元年度「平成30年７月豪
雨」災害廃棄物処理に係る現
地視察・研修会

本研修会は、全国47都道府県廃棄
物行政担当職員を対象とした研修会
で、（国研）国立環境研究所が主催し
た。平成30年７月豪雨で発生した災
害廃棄物の処理状況を視察し、研修
会（現地担当者の講演と質疑応答、
参加者によるワークショップ等）を通
して、災害廃棄物処理の課題と対応
策について、リアリティーを持って
理解し、当事者意識醸成やモチベイ
ション向上に繋げるとともに、各自の
業務に活用していただくことを目的に
した。当センターは、専門機関とし
て参画している環境省のD.Waste-
Net支援者グループにおける平時の
活動の一環として環境省と連携し、
本研修会の運営及びワークショップ
のファシリテータを務めた。

表３　 現地視察・研修会 令和元年11月26日（火） プログラム

表４　 現地視察・研修会 令和元年11月27日（水） プログラム

表２　 現地視察・研修会 令和元年11月25日（月） プログラム
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表２～４のプログラムにあるとお
り、本研修会は約2.5日間の工程で
行われた。１日目は平成30年７月豪
雨で災害廃棄物処理の対応を行った
被災自治体による講演（岡山県、倉
敷市、吉備路クリーンセンター）を
行い、「当時の状況」「被災市町村へ
の主な支援」「処理の進捗状況」を
中心に説明いただいた（写真１）。
２日目は仮置場等の施設の現地視察
を行い、実際の災害廃棄物処理現場
を視察することにより、１日目の講
演で得た知識の理解を深め、視察後
は知識の整理を目的としたワーク
ショップを行った（写真２）。
研修会３日目は、本研修会で得た

知識を参加者の所属先の災害廃棄物
処理計画の改善に繋げるといった視
点を持ち、ワークショップを行った。
具体的には、事前に自身の所属先の
災害廃棄物処理計画の目次を資料と
して配布し、グループメンバーに説
明を行い、改善点や良かった点を共
有するといった形で議論が行われた
（写真３）。
本研修会では、「①講演⇒②現地

視察⇒③ワークショップ」といった
一連の流れで災害廃棄物処理に関す
る知識を体系的に理解できる研修会
となっており、参加した自治体職員
の皆様からも大変講評であった（図
１）。

3.2　 令和元年度山形県災害廃棄物
ワークショップ

本ワークショップは、山形県にお
ける災害廃棄物への対処方針の見直
しや、平時の備えの再点検、業界団
体との情報交換、連携方策の検討に
関する講義及びワークショップを通
じて、災害廃棄物を所掌・担当する

写真３　ワークショップ風景

写真１　講演風景

写真２　現地視察風景
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職員の人材を育成するとともに、山形県内
の基礎自治体における災害廃棄物処理計画
の策定につなげることを目的に開催し、当
センターが研修プログラムの作成から当日

運営まで一括して行っ
た。具体的な概要は図２、
表５のとおりである。
本ワークショップは、

「平成30年７月豪雨にお
ける愛媛県内の災害廃棄
物処理への対応と今後の
課題」をテーマに、小型
家電リサイクル認定事業
者協会会長の金城正信様
（金城産業㈱代表取締役）

にご登壇いただいた。同社は、平成30年７
月豪雨において、愛媛県内の自治体と連携
して効率的な災害廃棄物処理にあたった民
間事業者であることから、民間事業者から

図１　各ワークショップの達成目標フロー図

図２　本ワークショップの目的及び狙い

表５　本ワークショッププログラム



特
集

災害廃棄物処理の初動対応
特 集 災害廃棄物処理の初動対応

5生活と環境　令和２年７月号

No8_特集 笹木氏_1n　　ページ5

見た災害対応及び処理困難物の対
応マニュアルを活用した円滑な処
理の工夫等を、参加者に説明いた
だいた（写真４）。円滑に災害廃
棄物を処理するためには、処理業
者との連携が非常に重要になって
くるので、同社のような事業者か
らの講義は自治体参加者にとって
大変参考になるものであった。
後半は、講義から得た知識の整

理及び山形県内の基礎自治体の災
害廃棄物処理計画策定率の向上と
ともに、災害時における基礎自治
体職員の事案適応力の向上を図る
ことを目的とするワークショップ
を行った（写真５）。内容としては、「災害
廃棄物処理に係る項目別達成容易度の評
価」「災害時に自治体職員としてすべきこ
と」を各グループのテーマに沿ってディス
カッションを行い、その成果を模造紙及び
付箋を使い整理し、グループごとに成果の
発表を行った。
また、本ワークショップの最後にサプラ

イズ演習として、架空の自治体での水害を
想定し、その水害による廃棄物量に基づき、
仮置場候補地の選定を行った。

４．まとめ

災害は突発的に発生するものである。災

害廃棄物処理人材の育成は、災害廃棄物処
理計画の策定等と並んで、発災までに準備
しておかなければならない非常に重要な取
り組みであると切に感じている。しかしな
がら、小規模な自治体であると、マンパワー
等の問題で処理計画策定まで手が回らない
等様々な課題があるのも事実である。
今後は、それらの課題解決も視野に入れ

つつ本事業を展開する必要がある。当セン
ターの災害廃棄物対策に関する人材育成の
取り組みが災害廃棄物対策を進める自治体
にとって有益であるものはもちろん、「災
害廃棄物の人材育成は当センターに任せれ
ば大丈夫」と仰っていただけるような研修
プログラムの作成を目指していきたい。

写真４　講義風景

写真５　ワークショップ実施風景




